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鈴木 三平（常葉学園大学）第４回大会を終えて

９月８日（土 、９日（日）の２日の日程）

で、日本学習社会学会第４回大会が、常葉

学園大学１号館を会場として開催されまし

た。本大会の参加総数は、2日間で正会員71

名、非会員24名の計95名と、２日目午後の

〈 〉 、公開シンポジウム のみの参加が17名で

110余名となりました。

初日午後から３会場で予定された〈自由

研究〉発表は計１８件（うち共同発表は３

件）で、それぞれ２名の司会のもとに進め

ていただきました。各会場での「討議」の

時間を充分に確保することが出来ずに、司

会者と発表者の方々にはご迷惑をお掛けし

。 〈 〉てしまいました ２日目午前の 課題研究

は「世界の地域・民族と教育・学習 「地域」

づくりと市民の学習 「学校と地域社会」の」

３テーマで、それぞれの課題について司会

・コーディネーターのもとに今日の学習社

会における貴重な報告，提案をいただきま

した。午後、開催校として取り組んだ〈公

開シンポジウム〉では「学習社会と共生～

静岡県の事例から～」のテーマで、ボラン

ティア活動や による市民参加型の活NPO
動を通して 「日系ブラジル人との共生を模、

索する」ことを試みました。司会・コーデ

ィネーターのもとに４人の提案者とフロア

との活発な論議が展開されました。

例年５月の連休明けに「大会のご案内」

がありましたが、準備の取り組みが遅れて

しまい、５月末になってしまいました。６

月末日締め切りの〈自由研究〉発表申し込

み状況から、果たして３室での研究発表の

段取りが出来るかと大いに危惧いたしまし

た。幸いにも、皆様方からのお申し出があ

り、大会１か月前に辛うじて「大会プログ

」 。 、ラム を発送させていただきました また

「大会プログラム 「発表要旨集録」で印刷」

ミスを犯してしまいました。この紙面をお

借りして、不手際の段お許しいただきたい

と思います。

当日の大会運営に携わり充分な対応がで

きなかったところも多々あり、ご不便をお

掛けしてしまったのではないかと、実施責

任者としていたらないことばかりが思い出

されます。一方、本学会として一定の成果

も上げられたのではないかと 「発表要旨集、

録」のページを繙きながら思う次第です。

これも会員の皆様方をはじめ、川野辺敏会

長、理事の皆様方、就中本部事務局の担当

者の方々のご支援のお陰です。第４回大会

を終了できましたことに改めて深謝申し上

第４回大会実行委員長)げます。 (
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シンポジウム報告

テーマ：学 習 社 会 と 共 生 －静岡県の事例から－

【提案者】

( )自治会の立場から （磐田市自治会連合会長）1 杉田友司

( )ＮＰＯの立場から （ ）2 榑松幸樹 NPO国外逃亡犯罪被害者をサポートする会

( )日系ブラジル人の立場から （磐田署警察協力員）3 松岡ジョルジ

( )日系ブラジル人の立場から （ ）4 山中マルコス NPO国外逃亡犯罪被害者をサポートする会

【司会・コーディネーター】 （常葉学園大学）星野洋美

今年のシンポジウムは 「学習社会と共生～、

静岡県の事例から～」と題し、自治会・ボラ

ンティア・ による市民参加型の活動の報NPO
告・提案および討議を通して、日系ブラジル

人との共生を模索することを試みた。

まず１番目に杉田氏から、自治会の活動報

、 。告 更に次の３課題について提案がなされた

①自治会の取り組みが成果を上げ、外国人住

人たちは自治会会員としての自覚を持ち積極

的に行事に参加するようになるが、彼等の定

住は難しく同じことを繰り返すこと。

、 、②間接的な雇用形態 行政サービスの不適用

各種保険の未加入による社会保障サービスの

不適用の問題等が外国人労働者の生活基盤を

不安定にすること。

③ステレオタイプ的なモノの見方、日本文化

への同化を求める風潮が根強いこと。

２番目に、榑松氏から、ＮＰＯの活動報告

O及び提案がなされた。報告事項は、当ＮＰ

は犯罪被害者サポートのみでなく外国人と共

に良い社会を築くことが目的であること、７

０万人の署名を得て外国人引き渡し条約の締

結願いを外務大臣に行ったこと等である。提

案事項は、日本は早急に外国人犯罪者の引き

渡し条約をブラジル等多くの国々と結ぶ必要

があること（現在はアメリカと韓国のみ 、大）

企業（大規模工場及び関連工場）の移転に伴

う外国人住民の生活変化および新たな問題発

生の危惧等である。

３番目に松岡氏から、外国人生活実態調査

を行い 「ブラジル人は日本人を、日本人はブ、

ラジル人を理解できてない 「互いの理解不足」

が問題を深刻にしている 「歩み寄る為の術が」

わからない」等の課題が明らかになった。課

題解決の為に自分は日本人とブラジル人の橋

渡しの役割を担いたいとの発言がなされた。

４番目に山中氏から、①アイデンティティ

の揺れと②教育問題の２つの問題提起がなさ

れた。①については、日系ブラジル人にはブ

ラジル人・日本人という２タイプのアイデン

ティティが存在し、特に後者は外人扱いがス

トレスとなり心理や態度が不安定になるが、

多文化共生の実現と共に揺れは安定すると思

われるという発言があった。②については、

日系ブラジル人の親達は仕事優先の生活で子

ども達は親と過ごす時間が少ない、日本語が

わからない等々という状況でストレスを募ら

せ交友関係の歪みが生じ万引き強盗等犯罪に

はしるという悪循環が起こることに気付いた

ことを述べ、未来のある子ども達に同じ過ち

、 、をおこさせないようにするには 地域の支援

さらには家庭・学校・地域の連携に期待した

いという発言がなされた。

以上の報告及び提案と参加者との質疑応答

を通して、多文化共生の実現は学習社会に課

せられた重要な役割であることを実感するこ

とができた。複数の文化が共生するためには

まず互いの文化を尊重し合うための学習が必

要であり、その上で様々な課題を解決してい

く為の学習ができ、さらにサラダボウル論で

示されるように各々が持ち味を生かし全体に

調和をもたらすことを目指した学習へと発展

することが可能となると思われる。

（常葉学園大学）文責 星野洋美



- 3 -

課題研究報告１：世界における学力観・学力づくりへの取り組み

学習社会における「生涯学力」形成の課題－－

（ ）岩﨑正吾 首都大学東京

「ゆとり教育」や「総合的学習の時間」

、の見直しという日本の教育改革に直面して

どのような学力が求められ、どのように学

力を捉え、形成していけばよいのかが問わ

れている。当課題研究では、この問題に関

する世界各国の教育改革の動向を踏まえつ

つ、生涯学力形成という視点からアプロー

チした。

まず最初に、 会員（墨田区教育茅原直樹

委員会）から、東京都の「墨田区開発的学

力向上プロジェクト」の取り組みについて

報告が行われた。平成 、 、 年度のプ16 17 18
ロジェクトの経過と反省及び課題を踏まえ

て、学力のターニングポイントが小学校の

第４学年から第５学年あたりにあることや

学力向上を図るためには，学びに向かう力

の育成という観点が大切であることが確認

された。また、学力向上プロジェクトの今

後の方向性（平成 年度の取り組み）とし19
て、授業の「質的向上」を図ること及びＰ

ＩＳＡ型読解力育成にも対応できる授業展

開の必要性が指摘され 「集団での学び」と、

ともに「個別の学び」の重要性が強調され

た。

茅原報告を受けて、 会員（鹿児児玉奈々

島純心女子大学）は 「カナダにおける学力、

観・多文化社会の学力の実態と学力向上へ

の取り組み」について報告した。まず、カ

ナダ国内において学力問題への関心が高ま

った経緯と学力の実態が明らかされ、国際

学力調査において示された学力上位の結果

を支えるカナダの教育体制について、パワ

ー・ポイントを用いた詳細な報告が行われ

た。また、エスニック・マイノリティの子

どもの学力問題への対応を検討していくこ

とも、多文化社会カナダにおける学力問題

を考える上では重要な課題であることが明

らかにされた。

、 （ ） 、次に 会員 文部科学省 は日暮トモ子

「中国における学力観・学力づくりへの取

り組み」について報告した。中国の学力観

の支柱は、児童生徒に創造性と実践能力に

重点を置いた、徳、知、体、美などの全面

にわたって発達させる「資質教育」である

とし、中でもとくに知育については 「情報、

収集・処理能力 「知識獲得能力 「問題分」 」

析・解決能力 「言語表現能力 「団結協力」 」

能力」の育成が図られ、従来の暗記型の学

習から主体的な学習を重視した教育課程編

成の改訂がなされていると報告された。中

国の学力観は、日本で語られている「生き

る力」や「確かな学力」における捉え方と

同一のように見えるが、両者の間の相違を

認識することも重要であると強調された。

最後に、 会員(都留文科大学)か福田誠治

ら 「 ( )における学力観・フィン、 EU OECD
ランドの取り組み」について報告が行われ

た 「知のヨーロッパ」に向けた「積極的市。

民性」の形成や国境を越える資格と学力に

ついての分析が行われ 「ボローニャ宣言」、

に見られる 年までの欧州高等教育圏の2010
確立についての具体的動向が紹介された。

また、 とリンクした「コンピテンシーPISA
Definition and Selection of定義・選択(

)計画」等に見られるCompetencies:DeSeCo
「学力をめぐるヨーロッパの戦略的方針」

が明らかにされ、日本の学力戦略はこれに

どう対応するのかについて鋭い批判が提起

された。

それぞれの会員に対して多くの質問が寄

せられ、フロアは熱気に包まれ、設定され

た時間をオーバーするほどであった 「生涯。

学力形成」という視点から、いっそう課題

研究を深める必要性が認識された。
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課題研究報告２：地域づくりと市民の学習

－「社会教育」からこれからの学習社会のゆくえを探る－

（日本大学）佐藤晴雄

ここでは、主として社会教育をめぐる諸

課題を取り上げ、その現状を明らかにする

とともに今後のゆくえを探りながら、これ

からの市民の学習のあり方を考えてみた。

近年の社会教育行政は、公民館等の首長部

局への移管や社会教育事業の首長部局への

委任、指定管理者制度の導入など従来にな

い問題に直面している。また、公民館等の

社会教育施設使用料の有料可や指定管理者

制度などの問題が現れるとともに、神奈川

県の例のように社会教育主事制度にも新た

な動きが見られるようになった。

そこで、本課題研究においては、社会教

育と生涯学習の関係性を改めて確認しなが

ら、実際の社会教育行政で進みつつある改

革のうち、特に社会教育施設や社会教育職

員に焦点を当てて、それら改革の吟味を通

してこれからの社会教育行政と学習社会の

ゆくえを議論することができた。

まず、 会員（国立教育政策研究笹井宏益

所）からは 「地域づくりと社会教育をめぐ、

る最近の状況と今後の課題」に関する報告

があり、社会教育公共性が衰退している現

況とともに、日本の生涯学習政策の特徴な

どか示された。そして、地域づくりに果た

す社会教育の役割を再認識した上で 「学校、

・家庭・地域の連携」が現在の教育改革に

おける最重要課題に位置づけられているこ

とが述べられ、最後に、地域づくりの観点

から社会教育計画を再評価する必要性が論

じられた。

、 、次に 会員(青森中央学院大学)は高橋興

長年勤務した青森県での社会教育行政の経

験を踏まえながら 「社会教育施設をめぐる、

現状と課題－平成の大合併と指定管理者問

題を中心に－」と題した報告を行い、平成

の大合併が及ぼす社会教育施設、特に公民

館への影響に注目し、利用者の交通上の問

題や施設管理の状況、職員は配置、事業上

の問題などの具体的点に触れた。さらに、

今日の課題の一つである施設の指定管理者

制度を取り上げ、全国的な導入状況を踏ま

えた上でその功罪を論じ、最後に社会教育

法、図書館法、博物館法など関係法の改正

論議の動向を示し、今後の社会教育のゆく

えを占った。

そして、 会員(大和市立鶴間中学中山耕造

校／前神奈川県生涯学習文化財課)は、神奈

川県の社会教育主事に対する指導主事の兼

。務発令の背景とその現状について報告した

まず、そのねらいと実態を述べた後に、そ

の役割の変化に触れながら、改めて社会教

育主事の専門性を問い直しを試みた。この

兼務発令は、従来の社会教育主事としての

役割に加えて指導主事の役割をも担わせる

ものであり、その意味で社会教育主事の独

。 、自性を揺るがすものだと言ってよい ただ

その改革は始まってまだ間もないため、明

確な評価を下すことはできないが 「社会教、

育」の存在価値にも一定の影響を及ぼすも

のと捉えられられるようである。

当日は、日本社会教育学会大会の日程と

重なったことから、参加者は少なめであっ

たが、参加者のほとんどが社会教育実務に

精通した方々であったため、中身の濃い議

論が展開された。指定管理者制度の是非や

社会教育事業の地域にとっての意味などに

関する議論などが出された。また、社会教

育委員になった間もない参加者からは社会

教育委員としての役割のあり方を問う質問

も出されたが、こうした疑問に答えていく

のも学会の使命の一つではないかと感じた

次第である。コーディネーターとしては、

次年度大会移行も引き続き 「社会教育」を、

テーマにした課題研究を取り上げて欲しい

と考えている。



- 5 -

課題研究報告３：学校と地域社会

新しい学校づくりと地域・設置者関係―教育特区における学校設置主体の多様化―－

（中部大学）笠井 尚

近年、民間企業や非営利団体（ＮＰＯ）な

どが学校を設置できるという学校設置主体の

多様化や、公立学校の運営を民間企業等に任

せる公立学校の民間委託化など 「学校の民、

営化」を方法とする新しい学校づくりとも言

うべき学校改革動向が進行している。従来の

「公」や「民」の捉え直しや、新たな学校ガ

バナンス（協治）の可能性が問題とされてい

る。

教育特区における民間参入政策」(1)「

（名古屋大学大学院生）谷口聡

学校への民間参入政策としては、４つの類

型がある。①株式会社および 法人によNPO
る学校設置。小学校・中学校各 校、通信制1

、 。高校 校 大学・大学院 校が設置された13 18
立学校は 校。②学校法人の設置要件NPO 0
（ 、 ）。の緩和 特区学校法人 公私協力学校法人

校地・校舎の自己所有をしなくても学校法人

の設立を認めるもので、フリースクールを運

営していた 法人が特例を利用する傾向NPO
にある。公私協力法人は 件。③公設民営方0
式学校。文科省の公私協力学校法人の推奨に

よって下火になり、特区では設置できない。

④経営形態の異なる学校の競争条件の同一化

（私学助成適用対象の拡大、教育バウチャー

制度 。バウチャー制度は、規制改革会議で）

提言され、安倍内閣でも重点課題とされた。

公設民営型学校のあり方は、契約・委託方

式を推進しようとする内閣府と、公私協力学

校を主張する文科省の間で対立し、特区では

公私協力学校法人への幼稚園・高等学校の包

括的運営委託にとどまっている。 年以2004
降は、民間参入政策の力点はバウチャー制度

に移った。公教育における教育水準の確保と

機会均等保障は、いかなる規制により可能と

なるのか、という新たな課題が提示されてい

る。

(2)「新しい設置主体による学校事例」

（信州大学）武者一弘

さくら国際高等学校は、サポート校などを

経営していた株式会社が、特区で開校した不

登校児などを対象とする通信制高校である。

廃校校舎を利用し、地元の や婦人会なNPO
ども学校内に拠点を置き、地域とのつながり

を密にしながら学校が運営されている。朝日

塾中学校は、私立学校設置ができなかった学

校法人が、特区を利用して株式会社立学校と

して設置した。過疎化に悩む自治体が同中学

校を誘致し、公共施設の有料利用や地元と学

校の交流による地域の活性化が実現した。両

校には税制上の優遇措置が無い。どんぐり向

方小・中学校は、不登校や 、 の子LD ADHD
どもを受け入れていた 法人によるフリNPO
ースクールが、校地・校舎の自己所有を要し

ない特例を利用し学校法人をつくり、設置し

た学校である。子どもたちと村の高齢者との

ふれあい、学校統廃合・人口流出に対する不

満の解消・緩和、廃校舎の有効利用、雇用創

出等を促進した。３校の財政運営は厳しい。

これらの学校は、公教育制度で不利な状況

にある子どもも多く対象としており、その点

では学校の公共性を拡大する。地域にとって

は、学校の設置が共同体の機能の維持回復に

有効性を持つ。３校では、保護者や住民が理

事や株主、学校評議員として学校経営に参加

している。これらの学校に見られる保護者・

住民によるガバナンスは高く評価できる。

「 」(3) 学校設置に関する企業参入の動機と枠組み

（大阪教育大学）大野裕己

政府系審議会での行政改革・規制緩和の検

討を受けて、公立学校の諸機能を積極的に市

場開放し、サービス供給主体として民間企業

。 、に参入が促された 総合的な学習や学校評価

学力調査等の学校の一部業務が委託されるよ

うになり、教育関連企業にとって学校への市
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場参入は大きな関心事となり、現実のものと

なった。アメリカの場合は、 年代に既1970
に教育内容の委託契約が進み、 年代に1990
はチャータースクールに関する立法化によ

り、学校経営の包括的委託が行われるように

なり、学校教育機能の外部化が進んだ。しか

し、日本の場合、企業は限定的な委託による

利潤や評判獲得を希望し、自治体としてはそ

のような企業の意思を活かすような参入環境

を整えた。特区制度を活用した学校設置は必

ずしも順調ではなく、特区を回避した事業獲

得を重視したり、英語教育特区等の教育方法

・カリキュラム開発委託を希望したりする企

業が見られる。民間企業の機能を活かした新

たな教育ガバナンスの枠組みを構想するため

には、民間企業の成熟度や参入意識、市場判

断を検証し、可能な参入のシナリオを精緻す

る必要がある。

以上の３報告に対して、フロアから提示さ

れた主な議論は次の２点である。

① や企業の立場から、学校教育の部NPO
分的な民間委託の可能性について、どう考え

ればよいか。――報告者からは、民間に近い

ところと政策レベルに近いところでの議論は

分かれてくる、包括委託か部分委託か、また

何を委託するかという点で分けて議論をする

必要があると答えられた。

②学校の民営化を、規制の問題、ガバナン

スの問題、民間企業の成長度の問題と捉える

３報告をつなげたときに日本の学校の市場化

をどう説明できるのか。――住民が成熟して

使いこなすところをガバナンスの問題として

捉えられるのではないか（武者 、市場のあ）

る種の成長はあったが、構造化できるだけの

判断が国にできなかった。日本の市場化の中

で企業が成功するまでには、もう一展開が必

要（大野 、利益追求の民間に対して規制す）

る正当性を持つのは政府。横には並ばず、ガ

バナンスの問題ではない（谷口）と回答され

た。

第４回大会総会報告

大会初日の午後、 名の会員の出席を得47
て総会が開催された。川野辺会長の挨拶と

小島事務局長の司会進行により始まり、議

長団として、長島啓記会員(早稲田大学)、

若槻健会員(甲子園大学)が選出された。

１．報告事項

(1)一般会務

①学会員の現況 (９月現在 名)235
②常任理事会及び理事会の開催

理事会１回(大会時)、常任理事会 回2
を開催した。

③事務局の活動状況

事務局の移転と事務引き継ぎ、会報の

、 、発行 理事会および常任理事会の開催

、 、選挙管理委員会事務 事務局会議５回

入会者手続きなど。

(2)年報編集委員会報告

関啓子(一橋大学)・年報編集委員会委員

長より、年報第３号が予定通り刊行できた

旨の報告があった。自由投稿の件数が期待

通りに増え、内容もより充実してきたとの

感想が述べられた。

２．審議事項

(1)2006年度会計報告

事務局より 年度の会計報告がなさ2006
れ、了承された。

(2)2006年度会計監査報告

監査の笠井尚会員(中部大学)から 年2006
度の予算が適切に執行されている旨の報告

があり、総会で承認された。

(3)役員選挙の結果について

選挙管理委員会委員(森岡修一会員、柴田

会員、吉澤会員)の互選により吉澤良保会員

、 、が委員長に選ばれ その旨が報告された後

、柴田彩千子(帝京大学)・選挙管理委員より

役員(理事)選挙の開票結果と理事候補者が

報告され、審議を得て承認された。

そして、理事の互選により川野辺敏・前
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会長が第２期の会長として選出され、総会

。 、 、で了承された また 会長指名理事として

高橋興会員(青森中央学院大学)、亀井浩明

会員(日本連合教育会)、小池源吾会員(広島

大学)の 名が承認された。3
(4)監査の承認について

川野辺・新会長から第２期の監査候補者

として、望月國男会員(東海大学)および吉

澤良保会員(東京純心女子大学)の 会員が2
提案され、承認された。

(5)2007年度事業計画

会報の発行、第 回大会の開催、年報第4
３号の発行、 の取得、日本学術会議協ISSN
力学術研究団体のとしての承認申請などが

事務局から示された。なお、大会終了後、

本学会は、審査の結果、日本学術会議協力

学術研究団体として認められ、本格的な学

会として位置づけられた。

(6)2007年度予算案

事務局より、 年度予算が示され、承2007
認された。

(7)第５回大会開催校について

年度の第５回大会の開催校としてお2008
茶の水女子大学が候補として示され、了承

された。同大学の三輪建二理事から開催校

としての同意を含む挨拶文が紹介された。

期日は、 年９月上旬を予定。2008
(8)その他

常葉学園大学の鈴木三平実行委員長より

挨拶と懇親会の案内があった。

新役員体制

役員選挙の結果を受けて、第４回大会総会の議決を経て、以下の会員が第２期の役員と

して就任しました。任期は、平成 年( )９月から平成 ( )年９月の大会時まで19 2007 22 2010
となります。事務局は引き続き、日本大学文理学部教育学科に置くことになりました。

川野辺敏(星槎大学)会長

新井郁男(放送大学)常任理事

伊藤昭彦( )神奈川県立横浜清陵高校

岩崎正吾(首都大学東京)

小島弘道(平成国際大学)

貝ノ瀬滋(三鷹市教育長)

門脇厚司(筑波学院大学長)

亀井浩明( )日本連合教育会長

佐藤晴雄(日本大学)

関 啓子(一橋大学)

手打明敏(筑波大学)

堀井啓幸(山梨県立大学)

前田耕司(早稲田大学)

嶺井明子(筑波大学)

三輪健二(お茶の水女子大学)

森岡修一(大妻女子大学)

堀越幾男(足立区教育委員会)

赤尾勝巳(関西大学)理事

浅野秀重(金沢大学)

姉崎洋一(北海道大学)

金子照基(安田女子大学)

小池源吾(広島大学)

篠原清昭(岐阜大学)

鈴木三平(常葉学園大学)

高橋 興(青森中央学院大学)

玉井康之(北海道教育大学)

中留武昭(鹿児島県立短期大学)

平井貴美代(高知大学)

藤川正幸(教育ビジネス学園)

三上和夫(神戸大学)

柳沢良明(香川大学)

望月國男(東海大学)監査

吉澤良保(東京純心女子大学)

小島弘道(平成国際大学)事務局長

佐藤晴雄(日本大学)事務局次長

富士原雅弘(日本大学)事務局幹事

々 宍戸優一(日本大学大学院生)

岩崎正吾(首都大学東京)編集委員会委員長
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会長再任のご挨拶

川野辺 敏会長

日本学習社会学会も創立４年目を迎え、会員皆さんのおかげで第１期の土台作りを終えまし

た。省みますと、第１回の帝京大学での熱気を帯びた大会に始まり、宇都宮・筑波両大学での第

２～３回の大会へと次第に発展していき、それぞれの充実した発表や懇親会が思い出されます。

改めて、事務局をはじめ理事・会員の暖かいご支援、ご協力に感謝いたします。

第４回大会はご承知の通り、静岡の常葉学園大学で開催され、ここでも、大きな成果を上げるこ

とが出来ましたが、３年任期という規定により、大会に合わせて第２期の会長・理事等役員の選出

が行われました。そこで、私にもう１期学会を運営せよという話になり、引き受けさせて頂きました。言

うまでもなく、学会は会員皆さんのものであり、研究・発表・交流の場であります。創設期に続く発展

期であることを自覚し、一層の会員増と研究の幅と質の向上を求め、学術会議加盟の特色ある

学会として更なる発展に努めましょう。

〈 〉第５回大会のご案内
第５回大会は、三輪建二会員(お茶の水女子大学)のご協力を得て、下記により開催され

る予定です。日程に関しましては、平成 年１月実施予定の理事会で正式決定されるこ20
、 。 、とになりますので 予定という形でお知らせいたします 変更等の可能性もありますので

大会開催校からの通知をご確認くださるようお願いいたします。

１．開催日程 平成20年９月6日(土)～7日(日) ※予定

２．開催校・会場 お茶の水女子大学

年報第４号の自由投稿論文の募集
年報編集委員会

年報第４号の自由投稿論文を下記により募集します。提出締め切り日、執筆要項等を

ご確認の上、多くの会員の皆様が投稿くださることを期待しております。なお、非会員の

投稿は認められませんので、特に共同執筆者の場合にはご注意ください。

原稿提出締め切り

平成 年５月 第 水曜日( 月 日) 消印有効20 2 5 14
投稿の問合先・原稿提出先

〒 東京都八王子市南大沢 首都大学東京大学院人文科学研究科 岩崎研究室気付192-0397 1-1
日本学習社会学会年報編集委員会 宛

事務局より

2007年4月に、事務局を首都大学東京の岩崎研究室から引き継ぎました。 現在、 小島弘道・

事務局長のもと、佐藤晴雄、富士原雅弘、宍戸優一で事務局を構成しています。いろいろと至らぬ

点等もあろうかと思いますが、会員各位のご協力を得ながら学会の発展のために尽力していきた

いと考えております。

会員の皆様には、入会希望者等をご紹介いただければ幸いです。ご連絡は下記のEメールアドレ

スまでお願いいたします。

hasato2007@nifty.com事務局eメールアドレス

また、会費の納入につきましても、ぜひご協力くださるようお願いいたします。

郵便口座番号 加入者 日本学習社会学会００１２０－８－５００１８５


